
〒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｆ Ａ Ｘ 086-226-7384

　中小企業等経営強化法第１４条第１項の規定に基づき、別紙の計画について

承認を受けたいので申請します。　

住 所

名 称

代表者の職・氏名

（様式第１３）

経営革新計画に係る承認申請書

700 － 8570

岡山県知事 伊原木　隆太 殿

令和 6 年 4 月 1

代表取締役　岡山　花子

日

電 話 086-226-7354

岡山市北区内山下2-4-6

株式会社おかプラ



人

年月日：

1

2

4

5

6

年 月～ 年 月 年 月 年 月

5 年)

○

指標3の判定(1.5%以上/年) ○

(事業期間

2

3

一人当たりの
付加価値額

給与支給総額

令和 10 年 月令和 5 年 10

経営革新計画

（別表１）

株式会社おかプラ

事　業　者　名 事　　業　　者　　概　　要

経　営　革　新　の　目　標

業種（日本標準産業分類の小分類）： 工業用プラスチック製品製造業

担当者職氏名:

１．当社の現状と経営課題

経営革新の実施に係る内容

計画期間又は事業期間：

研究開発期間：

資本金： 30,000 千円 従業員数（役員等を除く）： 30

新役務の開発又は提供

役務の新たな提供の方式の導入

新事業活動の類型

経営革新計画のテーマ

デジタル技術を活用した工場の自動化・見える化によ
る生産能力の向上

↓ 計画の対象となる類型全てに○を入力

商品の新たな生産又は販売の方法
の導入

技術に関する研究開発及びその
成果の利用

○承認基準の判定

月 27 日

9

8,922

172,629

計画終了時の目標伸び率(％)

31.3%

（事業期間終了時点）　

31.3%

20.7%

　当社の強みであるスーパーエンプラ製品は、電気自動車分野、
電子機器分野、医療機器分野において需要が増加しているが、現
在の生産体制では生産能力に限界がある。そのため、①高性能射
出成形機及び取出ロボットの導入、②射出成形機のネットワーク
接続による稼働監視及び作業記録のデジタル化、③成形条件の
データ蓄積による活用により、生産能力を向上させ、増加する需
要に対応できる生産体制を構築する。

○

指標2の判定(3%以上/年)

設立 昭和 50 年 1

経理部長　岡山　太郎

　高性能射出成形機の導入により生産能力を向上させる。既存設備に比べてサイクルタイムが10秒短縮さ
れる。また、取出ロボットを導入し、作業員配置が不要とする。さらに、射出成形機をネットワークに接
続し、データを一元管理することで、管理のデジタル化や成形条件の形式知化を図り、生産計画の精度向
上や生産効率の改善に役立てる。
　現在、新規のベアリングリテーナー製造の引き合いがあり、正式な受注があればすぐに対応できるよう
生産体制を構築する。また、展示会への出展等で当社の技術力をPRし、電子機器メーカーや医療機器メー
カーなどの新分野への進出を目指す。

　

3

担当者メールアドレス:

その他の新たな事業活動

　1975年に創業して以来、40年以上にわたりプラスチック射出成形加工業を営む。2012年には、スーパー
エンプラの射出成形において高効率かつ安定した品質を実現する技術の開発に成功し、自動車の車載部品
の受注が大きく増加するとともに、当社の技術力と信頼性を一層高める契機となった。現在の主な取扱製
品は、自動車のベアリングリテーナーやエアコン、冷蔵庫のモーター冷却用ファンである。
　当社の強みであるスーパーエンプラ製品は、電気自動車分野、電子機器分野、医療機器分野において需
要が増加しているが、人手不足や設備不足、アナログな文化により、現状の生産体制では増加する需要に
対応することが困難である。

月

令和 令和 事業期間： 令和 ～ 令和

～

○○○@△△△

 実　　施　　体　　制 ：
※外部機関と連携する場合のみ記入

（新事業活動の概要）

　

○

新商品の開発又は生産　

　

　

1

２．経営革新の具体的内容（既存事業との相違点、経営戦略における位置付け等）

付加価値額

経営の向上の程度
を示す指標

現状（千円）

258,732

計画の承認基準を
満たすことの確認

指標1の判定(3%以上/年)



事業者名

評価
基準

評価
頻度

実施
時期

実施
状況

効果 対策

生産速度 選定後 1-1

体制確立 導入時 1-2

導入効果 作成時 1-1

費用対
効果

選定時 1-2

使いやすさ
テスト

時
2-1

体制確立 教育時 2-1

安定稼働 稼働時 2-2

時間当たり
付加価値額 毎月 2-2

1-1 設備選定

1 新規設備導入

株式会社おかプラ

実施計画と実績（実績欄は申請段階では記載する必要はない。）

番号

計　　　　　画 実　　績

実　施　項　目

 （別表２）

2-1 RFP（提案依頼書）の作成

2 システム開発

1-2 導入と教育

2-4 従業員教育

2-3 テスト稼働

2-2 発注先選定・発注

2-6 改善・見直し

2-5 本稼働



事業者名

（別表２の実施項目の具体的内容を記入すること。）

1
1-1

1-2

2
2-1

2-2

2-3

2-4

2-5

2-6

（※１ページに書ききれない場合は、複数の用紙に記入すること。）

新規設備導入
設備選定
・高性能射出成形機、取出ロボットの要求スペックを検討する。

株式会社おかプラ （別表２－１）

実施項目の具体的内容

導入と教育
・第2工場内に設備を導入する。

・要求スペックを満たす設備を調べる。

システム開発

・各設備を比較し、導入する設備を選定する。

RFP（提案依頼書）の作成
・現状課題の把握とシステム開発の目的・目標を明確にする。
・機能、性能、スケジュール、予算などの条件を詳細に決める。

・△△社から設備の使用方法等の技術指導を受ける。
・自社で使用マニュアルを作成し、従業員教育を行う。

・提案内容、実績、技術力、価格などを総合的に評価する。
・候補となる開発会社と面談を行い、詳細な情報を確認する。
・契約内容を協議し、発注先を決定する。

・複数のシステム開発会社から提案を受ける。

発注先選定・発注

・運用方法などを検討し、問題点があればシステムの修正を依頼する。

従業員教育

テスト稼働
・システムの機能、性能、セキュリティなどを検証する。

本稼働
・システムを本番環境に移行する。

・システム導入の目的・使用方法を丁寧に説明する。
・マニュアルやヘルプデスクなどを用意する。
・従業員の理解度を確認する。

・導入効果が持続的に維持されているかどうか検証する。
・システム利用状況、問題点などを分析する。
・必要に応じてシステムの機能追加、修正を行う。

・運用状況を監視し、問題が発生した場合に迅速に対応する。

改善・見直し



R 3 年 9 月期 R 4 年 9 月期 R 5 年 9 月期 R 6 年 9 月期 R 7 年 9 月期 R 8 年 9 月期 R 9 年 9 月期 R 10 年 9 月期 R 11 年 9 月期 R 12 年 9 月期 R 13 年 9 月期

経営計画及び資金計画　※内訳として既存事業分と新規事業分を別葉で添付する

 ※4　特別償却額は、「売上原価」又は「販売費及び一般管理費」に含まれるものに限り計上してください。

 ※5　従業員数は、役員、短時間労働者、派遣労働者を含めてください。

 ※6　短時間労働者は、勤務時間による調整を行う必要があります。

29.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

29.0

0.0

0.0

29.0

0.0

0.0

0.0

0.0

（算出時における留意点）

「給与支給総額」:給料＋賃金＋賞与＋各種手当

うち退職者数 0.0 1.0 1.0 0.0 0.0 0.0

うち新たに雇い入
れる従業員数

0.0 0.0 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0
うち新規事業への
異動者

0.0 0.0 0.0 2.0 0.0 0.0

7,010 8,342

「一人当たりの付加価値額」:付加価値額÷従業員数

（各種指標の算出式）

「付加価値額」:営業利益＋人件費＋減価償却費

34,000 16,000

⑮
資
金
調
達
額

(

⑨
+
⑩

)

政府系金融機
関借入

うち既存事業から
の異動者

⑭一人当たりの付加
価値額（⑫÷⑬）

8,922 9,385

民間金融機関
借入

自己資金

その他

合　　計

 ※1　設備投資額と運転資金は、消費税等の会計処理方法が「税抜方式」、「税込方式」のいずれの場合で
　　　あっても税込金額を入力してください。また、別表４の導入年度・金額と一致させてください。

 ※3　減価償却費は、リース費用を含めてください。

 ※2　運転資金は、設備投資には該当しないものの、新規事業を実行する上で購入・作成する物品等（ホーム
　　　ページの改訂、チラシやパンフレットの作成等）を計上してください。

34,000

11,71511,19310,063

16,000

10,671

⑫付加価値額
（⑤+⑧+⑪）

210,313 241,925 258,732 272,173 291,816 309,457 324,600 339,740

⑬従業員数 ※5※6 30.0 29.0 29.0 29.0 29.0 29.0 29.0 29.0

0.0

0.0 0.0 0.0 2.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0

0.0

0.0

⑪減価償却費 ※3 21,400 19,600 18,800 22,150 26,983 25,231 23,086 21,021

普通償却額 21,400 19,600 18,800 22,150 26,983 25,231 23,086 21,021

特別償却額
※4

⑧人件費 161,564 185,877 200,450 203,722 211,995 220,267 228,540 236,812

⑨設備投資額
（税込）※1

34,000

⑩運転資金
（税込）※1※2

16,000

208,286

63,959 72,974 81,907

⑥経常利益 25,349 34,448 37,482 44,046 50,088 61,209 70,223 79,158

201,155

482,626

⑦給与支給総額 143,417 160,066 172,629 179,761 186,892 194,024

１年後 ２年後 ３年後

①売上高

直近期末

153,831 162,420 174,886 184,570 196,338

555,851

131,732 132,379

609,463

４年後 ５年後

497,461 515,977 534,099 552,302

642,747 682,031 712,315 742,599 772,882

（別表３）

（単位　千円）

事業者名 株式会社おかプラ

138,673

⑤営業利益
（③－④）

27,349 36,448 39,482 46,301 52,838

②売上原価 344,891 402,020 447,043 467,861

④販売費及び一般
管理費

110,386 117,383 122,938 128,585

③売上総利益
（①－②）

137,735 220,580208,500

135,526

２年前 １年前

全 体

６年後 ７年後 ８年後



R 3 年 9 月期 R 4 年 9 月期 R 5 年 9 月期 R 6 年 9 月期 R 7 年 9 月期 R 8 年 9 月期 R 9 年 9 月期 R 10 年 9 月期 R 11 年 9 月期 R 12 年 9 月期 R 13 年 9 月期

 ※4　特別償却額は、「売上原価」又は「販売費及び一般管理費」に含まれるものに限り計上してください。

 ※5　従業員数は、役員、短時間労働者、派遣労働者を含めてください。

 ※6　短時間労働者は、勤務時間による調整を行う必要があります。

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

27.0

0.0

0.0

0.0

27.0

（別表３）

27.0

（単位　千円）
経営計画及び資金計画　

187,261 192,541

60,295

132,379

700,882

②売上原価 344,891

うち既存事業から
の異動者

11,276

民間金融機関
借入

402,020 447,043 445,767 458,770 471,774 484,777

135,526

③売上総利益
（①－②）

137,735 153,831 162,420 181,980

0.0

497,781

①売上高 482,626 555,851 609,463 627,747

事業者名

646,031 664,315 682,599

138,673

⑤営業利益
（③－④）

27,349 36,448 39,482 55,895 58,029 60,162 62,296 64,428

197,822 203,101

④販売費及び一般
管理費

110,386 117,383 122,938 126,085

14,800

62,429

⑦給与支給総額 143,417 160,066 172,629 171,361 178,092 184,824 191,555

⑥経常利益 25,349 34,448 37,482 53,895 56,029 58,162

198,286

⑧人件費 161,564 185,877 200,450 193,978 225,212

⑩運転資金
（税込）※1※2

⑨設備投資額
（税込）※1

14,800普通償却額 21,400 19,600 18,800 18,000

特別償却額
※4

17,200

合　　計

9,921 10,260 10,598 10,937

「付加価値額」:営業利益＋人件費＋減価償却費

「一人当たりの付加価値額」:付加価値額÷従業員数

「給与支給総額」:給料＋賃金＋賞与＋各種手当

⑮
資
金
調
達
額

(

⑨
+
⑩

)

286,157 295,300 304,440

⑬従業員数 ※5※6 30.0 29.0 29.0 27.0 27.0 27.0

⑫付加価値額
（⑤+⑧+⑪）

210,313 241,925 258,732 267,873 277,016

27.0 27.0

その他

自己資金

2.0 0.0

201,787

129,232

うち退職者数 0.0 1.0 1.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

0.00.0 1.0 0.0 0.0

 ※1　設備投資額と運転資金は、消費税等の会計処理方法が「税抜方式」、「税込方式」のいずれの場合で
　　　あっても税込金額を入力してください。また、別表４の導入年度・金額と一致させてください。

 ※2　運転資金は、設備投資には該当しないものの、新規事業を実行する上で購入・作成する物品等（ホーム
　　　ページの改訂、チラシやパンフレットの作成等）を計上してください。

 ※3　減価償却費は、リース費用を含めてください。

⑭一人当たりの付加
価値額（⑫÷⑬）

7,010

うち新たに雇い入
れる従業員数

0.0

（算出時における留意点）

8,342 8,922

（各種指標の算出式）

政府系金融機
関借入

0.0

16,400 15,600

18,800 18,000 17,200 16,400 15,600

209,595 217,404

0.0

⑪減価償却費 ※3 21,400 19,600

0.0

0.0

株式会社おかプラ

0.0 0.0 0.0
うち新規事業への
異動者

既存事業

２年前 １年前 直近期末 １年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後 ６年後 ７年後 ８年後



R 3 年 9 月期 R 4 年 9 月期 R 5 年 9 月期 R 6 年 9 月期 R 7 年 9 月期 R 8 年 9 月期 R 9 年 9 月期 R 10 年 9 月期 R 11 年 9 月期 R 12 年 9 月期 R 13 年 9 月期

0.0

0.0

0.0

 ※4　特別償却額は、「売上原価」又は「販売費及び一般管理費」に含まれるものに限り計上してください。

 ※5　従業員数は、役員、短時間労働者、派遣労働者を含めてください。

 ※6　短時間労働者は、勤務時間による調整を行う必要があります。

2.0

（別表３）

2.0

0.0

0.0

2.0

（単位　千円）
８年後

0.0

0.0

0.00.0

経営計画及び資金計画　

６年後 ７年後

0.0 0.0

16,000

③売上総利益
（①－②）

⑩運転資金
（税込）※1※2

うち退職者数

0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

うち既存事業から
の異動者

2.0

0.0 0.0 0.0

11,600

５年後

⑨設備投資額
（税込）※1

10,208

9,200

10,672 11,136

-7,094 -2,691 3,797

9,928

7,486

0.0 0.0

8,400 8,800

72,000

②売上原価 22,094 38,691

2,500 2,500 0 0

34,000

15,000 36,000

54,521

48,000 60,000

44,203 49,322

⑦給与支給総額 9,600 10,000

⑧人件費

⑥経常利益 -9,849 -5,941 3,047 16,729

9,744

0

17,479

17,479

事業者名 株式会社おかプラ

２年前 １年前 直近期末 １年後 ２年後 ３年後

⑤営業利益
（③－④）

④販売費及び一般
管理費

①売上高

４年後

3,797 10,678-9,594 -5,191

10,678

普通償却額 4,150 9,783 8,831 7,486 6,221

特別償却額
※4

⑪減価償却費 ※3 4,150 9,783 8,831 6,221

⑫付加価値額
（⑤+⑧+⑪）

4,300 14,800 23,300 29,300 35,300

14,650 17,650

⑮
資
金
調
達
額

(

⑨
+
⑩

)

政府系金融機
関借入

民間金融機関
借入

34,000 16,000

自己資金

2.0 2.0

うち新たに雇い入
れる従業員数

0.0 0.0

うち新規事業への
異動者

（算出時における留意点）

「給与支給総額」:給料＋賃金＋賞与＋各種手当

合　　計

「付加価値額」:営業利益＋人件費＋減価償却費

「一人当たりの付加価値額」:付加価値額÷従業員数

（各種指標の算出式）

34,000 16,000

その他

2.0 2.0 2.0

⑭一人当たりの付加
価値額（⑫÷⑬）

2,150 7,400 11,650

⑬従業員数 ※5※6

 ※1　設備投資額と運転資金は、消費税等の会計処理方法が「税抜方式」、「税込方式」のいずれの場合で
　　　あっても税込金額を入力してください。また、別表４の導入年度・金額と一致させてください。

 ※2　運転資金は、設備投資には該当しないものの、新規事業を実行する上で購入・作成する物品等（ホーム
　　　ページの改訂、チラシやパンフレットの作成等）を計上してください。

 ※3　減価償却費は、リース費用を含めてください。

新規事業



設備投資計画（経営革新計画に係るもの）

運転資金計画（経営革新計画に係るもの）

合　　　　計

※運転資金は、設備投資には該当しないものの、新規事業を実行する上で購入・作成する物品等
　（ホームページの改訂、チラシやパンフレットの作成等）を計上してください。

令和 年 月期

令和 年 月期

令和 年 月期

（単位：円）

年　　　度 金額（税込） 内　　訳

令和 年 月期

令和 年 月期

10

合　　　　　　　　計 50,000,000

（令和 年 月期）

8

9

（令和 年 月期）

（令和 年 月期）

6

7

（令和 年 月期）

（令和 年 月期）

4 タブレット
100,000 10 1,000,000

5

（令和 7 年 月期）

（令和 年 月期）

9

2 取出ロボット
4,000,000 1 4,000,000

3 生産管理システム
15,000,000 1 15,000,000

（令和 6 年 月期）

（令和 7 年 月期）

9

9

（別表４）

（単位:円）

機械装置名称（導入年度） 単価（税込） 数　　量 合計金額（税込）

株式会社おかプラ

1 射出成形機
30,000,000 1 30,000,000

月期）（令和 6 年 9

事業者名



（別表５）

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

　組合等が研究開発等事業に係る試験研究費に充てるため、その構成員に対して賦課しようと

する負担金の賦課の基準 　　　

（単位：円）

試験研究の名称 年　度 賦課基準
負担金の合計 構成員別の賦課金額

及びその積算根拠 及びその積算根拠

別表５は該当する場合のみ記入（組合以外の方は作成不要）



（別表６）

(

(

　岡山県信用保証協会
　（中小企業信用保険法の特例、海外投資関係保険、経営革新資金）

有

　株式会社日本政策金融公庫
　（新事業活動促進資金、スタンドバイ・クレジット制度、
　　クロスボーダー・ローン制度）

有

有

＊この様式は、それぞれの支援施策を保証するものではありません。

 国民生活事業 岡山 支店 ）

中小企業事業 岡山 支店 ）

　公益財団法人岡山県産業振興財団
　（設備貸与制度の特別金利）

有

関係機関への連絡希望について

　計画が承認された場合において、下記関係機関への承認書類の送付希望の有無を記入してく

ださい。

承認書類の送付を希望する機関名 送付の希望の有・無

　大阪中小企業投資育成株式会社
　（中小企業投資育成株式会社法の特例）

無



（別表７）

　◆ホームページＵＲＬ

項目 公表の可否

　⑩経営革新計画の概要（補足資料９の内容） 公表する

　⑨新事業活動の類型 公表する

　⑦ホームページＵＲＬ

　⑥従業員数

　⑤資本金

　④設立年月

　③代表者の職・氏名

公表する

公表する

公表する

公表する

公表する

公表する

公表する

公表する　⑧計画期間

　②連絡先（電話番号・ＦＡＸ番号）

　①所在地

経営革新事例集の作成に関するお願い

　岡山県では「経営革新計画」が承認された場合、事業者名・事業テーマ（経営革新計画のテー
マ）・承認年月を事例集及びホームページ等により公表します。

　なお、次の項目については、公表は任意ですので、項目ごとに公表の可否をお選びください。
「⑩経営革新計画の概要」を公表する場合は補足資料（９.ホームページ掲載内容）の記入をお
願いします。

　「⑦ホームページＵＲＬ」について「公表する」を選択した場合は記入してください。

https://www.○○○.△△△.jp



法人

１　損益計算書 （単位　円）

2年前 1年前 直近期末 １年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後 ６年後 ７年後 ８年後

実績 実績 実績 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画

482,626,000 555,851,000 609,463,000 627,746,890 646,030,780 664,314,670 682,598,560 700,882,450

352,648,000 414,241,000 474,652,000 488,891,560 503,131,120 517,370,680 531,610,240 545,849,800

72,852,000 81,465,000 86,063,000 88,644,890 91,226,780 93,808,670 96,390,560 98,972,450

57,126,000 60,145,000 48,748,000 50,210,440 51,672,880 53,135,320 54,597,760 56,060,200

344,890,693 402,019,638 447,043,177 445,766,705 458,770,234 471,773,763 484,777,292 497,780,821

71.5% 72.3% 73.4% 71.0% 71.0% 71.0% 71.0% 71.0%

359,890,693 412,019,638 447,043,177 445,766,705 458,770,234 471,773,763 484,777,292 497,780,821

217,181,700 250,132,950 274,258,350 282,486,101 290,713,851 298,941,602 307,169,352 315,397,103

労務費 81,177,693 98,494,138 107,511,677 97,893,260 102,554,844 107,216,428 111,878,012 116,539,596

賃金 69,980,770 75,039,885 82,277,505 79,041,380 82,805,256 86,569,131 90,333,006 94,096,881

賞与 5,558,510 6,094,630 5,349,362 5,604,093 5,858,825 6,113,556 6,368,288

その他給与（雑給等）

退職金 5,000,000 5,000,000

法定福利費 11,196,923 12,895,743 14,139,542 13,502,519 14,145,496 14,788,473 15,431,450 16,074,427

福利厚生費

その他人件費

製造経費 61,531,300 63,392,550 65,273,150 65,387,345 65,501,539 65,615,734 65,729,928 65,844,123

減価償却費 15,400,000 14,600,000 13,800,000 13,000,000 12,200,000 11,400,000 10,600,000 9,800,000

リース料 2,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000

水道光熱費 24,131,300 27,792,550 30,473,150 31,387,345 32,301,539 33,215,734 34,129,928 35,044,123

運送費 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000

修繕費 6,000,000 6,000,000 6,000,000 6,000,000 6,000,000 6,000,000 6,000,000 6,000,000

消耗品費 5,000,000 5,000,000 5,000,000 5,000,000 5,000,000 5,000,000 5,000,000 5,000,000

その他経費 8,000,000 8,000,000 8,000,000 8,000,000 8,000,000 8,000,000 8,000,000 8,000,000

20,000,000 25,000,000 25,000,000

25,000,000 25,000,000 28,000,000

30,000,000 40,000,000 50,000,000

40,000,000 50,000,000 47,000,000

137,735,307 153,831,362 162,419,823 181,980,185 187,260,546 192,540,907 197,821,268 203,101,629

28.5% 27.7% 26.6% 29.0% 29.0% 29.0% 29.0% 29.0%

110,386,154 117,382,973 122,938,166 126,085,075 129,231,983 132,378,891 135,525,800 138,672,708

22.9% 21.1% 20.2% 20.1% 20.0% 19.9% 19.9% 19.8%

30,000,000 30,000,000 30,000,000 30,000,000 30,000,000 30,000,000 30,000,000 30,000,000

43,436,340 44,468,080 48,757,040 51,194,892 53,632,744 56,070,596 58,508,448 60,946,300

5,000,000 5,500,000 5,775,000 6,050,000 6,325,000 6,600,000 6,875,000

6,949,814 7,914,893 8,681,126 9,115,183 9,549,239 9,983,295 10,417,352 10,851,408

4,000,000 4,000,000 4,000,000 4,000,000 4,000,000 4,000,000 4,000,000 4,000,000

1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000

8,000,000 8,000,000 8,000,000 8,000,000 8,000,000 8,000,000 8,000,000 8,000,000

2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000

15,000,000 15,000,000 15,000,000 15,000,000 15,000,000 15,000,000 15,000,000 15,000,000

27,349,152 36,448,389 39,481,657 55,895,110 58,028,563 60,162,016 62,295,468 64,428,921

5.7% 6.6% 6.5% 8.9% 9.0% 9.1% 9.1% 9.2%

1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000

1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000

3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000

3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000

25,349,152 34,448,389 37,481,657 53,895,110 56,028,563 58,162,016 60,295,468 62,428,921

5.3% 6.2% 6.1% 8.6% 8.7% 8.8% 8.8% 8.9%

２　指標の計算 （単位　円）

2年前 1年前 直近期末 １年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後 ６年後 ７年後 ８年後

実績 実績 実績 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画

143,417,110 160,066,475 172,629,175 171,360,634 178,092,093 184,823,551 191,555,010 198,286,469

161,563,848 185,877,111 200,449,843 193,978,335 201,786,827 209,595,319 217,403,812 225,212,304

21,400,000 19,600,000 18,800,000 18,000,000 17,200,000 16,400,000 15,600,000 14,800,000

210,313,000 241,925,500 258,731,500 267,873,445 277,015,390 286,157,335 295,299,280 304,441,225

30.0 29.0 29.0 27.0 27.0 27.0 27.0 27.0 27.0 27.0 27.0

1.0 1.0

2.0

1.0

7,010,433 8,342,259 8,921,776 9,921,239 10,259,829 10,598,420 10,937,010 11,275,601

３　資金運用 （単位　円）

2年前 1年前 直近期末 １年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後 ６年後 ７年後 ８年後

実績 実績 実績 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

法人・個人の区分

（売上対比率）

期首棚卸高

期末棚卸高

期首仕掛品棚卸高

期末仕掛品棚卸高

当
期
製
品
製
造
原
価

当期総製造費用

材料費

科　　　　目

運用計

調達計

減価償却費

付加価値額

従業員数 ※1※2

一人あたり付加価値額

退職者数

新規事業への異動者

新たに雇い入れる従業員数

既存事業からの異動者

科　　　　目

既存事業の積算根拠

売上総利益

売上高

売上原価

自動車関連部品

家電関連部品

家具関連部品

商品仕入

販売費及び一般管理費

役員報酬

給料手当

賞与

その他給与（雑給等）

退職金、退職共済掛金

法定福利費

福利厚生費

その他人件費

水道光熱費

保険料

その他

営業利益

民間金融機関借入

自己資金

その他

設備投資額（税込） ※3

運転資金（税込） ※3※4

支払利息

経常利益

給与支給総額

人件費

科　　　　目

（売上対比率）

（売上対比率）

（売上対比率）

（売上対比率）

政府系金融機関借入

営業外収益

営業外費用

雑収入

消耗品費

リース料

減価償却費



法人

１　損益計算書 （単位　円）

2年前 1年前 直近期末 １年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後 ６年後 ７年後 ８年後

実績 実績 実績 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画

15,000,000 36,000,000 48,000,000 60,000,000 72,000,000

15,000,000 30,000,000 36,000,000 42,000,000 48,000,000

0 3,000,000 6,000,000 9,000,000 12,000,000

0 3,000,000 6,000,000 9,000,000 12,000,000

22,094,000 38,690,500 44,203,208 49,321,539 54,520,528

147.3% 107.5% 92.1% 82.2% 75.7%

22,094,000 38,690,500 44,203,208 49,321,539 54,520,528

6,750,000 16,200,000 21,600,000 27,000,000 32,400,000

労務費 9,744,000 10,208,000 10,672,000 11,136,000 11,600,000

賃金 7,350,000 7,700,000 8,050,000 8,400,000 8,750,000

賞与 1,050,000 1,100,000 1,150,000 1,200,000 1,250,000

その他給与（雑給等）

退職金

法定福利費 1,344,000 1,408,000 1,472,000 1,536,000 1,600,000

福利厚生費

その他人件費

製造経費 5,600,000 12,282,500 11,931,208 11,185,539 10,520,528

減価償却費 4,150,000 9,782,500 8,831,208 7,485,539 6,220,528

リース料

水道光熱費 750,000 1,800,000 2,400,000 3,000,000 3,600,000

運送費 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000

賃借料 500,000 500,000 500,000 500,000 500,000

-7,094,000 -2,690,500 3,796,792 10,678,461 17,479,472

-47.3% -7.5% 7.9% 17.8% 24.3%

2,500,000 2,500,000 0 0 0

16.7% 6.9% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0

1,000,000 1,000,000

1,500,000 1,500,000

-9,594,000 -5,190,500 3,796,792 10,678,461 17,479,472

-64.0% -14.4% 7.9% 17.8% 24.3%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

255,000 750,000 750,000 750,000 750,000

255,000 750,000 750,000 750,000 750,000

-9,849,000 -5,940,500 3,046,792 9,928,461 16,729,472

-65.7% -16.5% 6.3% 16.5% 23.2%

２　指標の計算 （単位　円）

2年前 1年前 直近期末 １年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後 ６年後 ７年後 ８年後

実績 実績 実績 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画

8,400,000 8,800,000 9,200,000 9,600,000 10,000,000

9,744,000 10,208,000 10,672,000 11,136,000 11,600,000

4,150,000 9,782,500 8,831,208 7,485,539 6,220,528

4,300,000 14,800,000 23,300,000 29,300,000 35,300,000

2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0

2.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

2,150,000 7,400,000 11,650,000 14,650,000 17,650,000

３　資金運用 （単位　円）

2年前 1年前 直近期末 １年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後 ６年後 ７年後 ８年後

実績 実績 実績 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画

34,000,000 16,000,000 0 0 0 0 0 0

34,000,000

16,000,000

34,000,000 16,000,000 0 0 0 0 0 0

34,000,000 16,000,000

（売上対比率）

退職者数

従業員数 ※1※2

新規事業への異動者

新たに雇い入れる従業員数

既存事業からの異動者

付加価値額

営業外収益

営業外費用

経常利益

科　　　　目

給与支給総額

人件費

調達計

政府系金融機関借入

民間金融機関借入

自己資金

その他

一人あたり付加価値額

科　　　　目

運用計

設備投資額（税込） ※3

運転資金（税込） ※3※4

減価償却費

支払利息

（売上対比率）

営業利益

減価償却費

リース料

旅費交通費

展示会出展料

売上原価

材料費

（売上対比率）

期首棚卸高

商品仕入

当
期
製
品
製
造
原
価

当期総製造費用

期首仕掛品棚卸高

期末仕掛品棚卸高

新規事業の積算根拠

科　　　　目

売上高

自動車部品

電子機器部品

医療機器部品

法人・個人の区分

期末棚卸高

（売上対比率）

（売上対比率）

役員報酬

給料手当

売上総利益

販売費及び一般管理費

賞与

その他給与（雑給等）

退職金、退職共済掛金

法定福利費

福利厚生費

その他人件費



（単位　円）

単価 500 500 500 500 500

数量 30,000 60,000 72,000 84,000 96,000

　小計 15,000,000 30,000,000 36,000,000 42,000,000 48,000,000

（単位　円）

単価 0 300 300 300 300

数量 0 10,000 20,000 30,000 40,000

　小計 0 3,000,000 6,000,000 9,000,000 12,000,000

（単位　円）

単価 0 300 300 300 300

数量 0 10,000 20,000 30,000 40,000

　小計 0 3,000,000 6,000,000 9,000,000 12,000,000

（単位　円）

単価

数量

　小計

（単位　円）

15,000,000 36,000,000 48,000,000 60,000,000 72,000,000　合計

売
上
高

売
上
高

新規事業のうち売上高の積算根拠

商品・サービス名を下のセルに記入

商品・サービス名を下のセルに記入

商品・サービス名を下のセルに記入

売
上
高

商品・サービス名を下のセルに記入

売
上
高

１年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後 ６年後 ７年後 ８年後

１年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後 ６年後 ７年後 ８年後
医療機器部品

１年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後 ６年後 ７年後 ８年後
電子機器部品

６年後 ７年後 ８年後
自動車部品

１年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後



（単位　円）

1年後 2年後 3年後 4年後 5年後 6年後 7年後 8年後 合計

1 売上原価 射出成形機 30,000,000 8 定率法 1年後 6 3,750,000 6,562,500 4,921,875 3,691,406 2,768,555 2,373,047 2,373,047 2,373,047 28,813,477

2 売上原価 取出ロボット 4,000,000 10 定率法 1年後 6 400,000 720,000 576,000 460,800 368,640 294,912 262,144 262,144 3,344,640

3 売上原価 生産管理システム 15,000,000 5 定額法 2年後 9 2,250,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 750,000 15,000,000

4 売上原価 タブレット 1,000,000 3 定額法 2年後 9 250,000 333,333 333,333 83,333 999,999

5

6

7

8

9

10

4,150,000 9,782,500 8,831,208 7,485,539 6,220,528 5,667,959 3,385,191 2,635,191 48,158,116

4,150,000 9,782,500 8,831,208 7,485,539 6,220,528 5,667,959 3,385,191 2,635,191 48,158,116

0 0 0 0 0 0 0 0 0

新規事業のうち減価償却費の積算根拠

番号 償却資産の名称 取得価額（円）
耐用年数

（年）
償却方式 導入年度

初年度
使用月数

費用計上区分

うち売上原価

うち販売費及び一般管理費

減価償却費

合計
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１．計画作成支援機関名等 

支援機関名 ○○商工会 

支援機関担当者名 □□ □□ 

専門家の関与の有無 無 

関与専門家の職  

関与専門家氏名  

 

２．基本情報 

事業者名（商号・屋号） 株式会社おかプラ 

事業者名フリガナ カ）オカプラ 

代表者名 岡山 花子  

代表者名フリガナ オカヤマ ハナコ 

代表者の年齢（記入日時点） 52 歳 

主要な業種 

（日本標準産業分類） 

小分類名 工業用プラスチック製品製造業 

小分類番号（３桁の数字で記入） 183 

本店所在地 

 郵便番号 700-8570 

住所 岡山市北区内山下 2－4－6 

電話番号 086-226-7354 

 

工場・事務所等所在地（本店所在地以外にある場合、複数ある場合はコピーして追加） 

 郵便番号 701-1221 

住所 岡山市北区芳賀 5301 

電話番号 086-286-9626 

 

３．役職員数（直近期末） 

役員数（常勤）※１ 3 人 …① 

正社員 20 人 …② 

パート（常用） 10 人 …③ 

パート（常用以外）※２ 4 人 …④ 

申請書別表１の従業員数 30 人 ＝②＋③ 

申請書別表３の従業員数 29 人 ≦①＋②＋③＋④（※３） 

※１…個人事業主は「１人」と入力する。 

※２…労働基準法第 21 条の規定に基づく解雇予告の適用除外となる労働者。 

例）日日雇い入れられる者、二か月以内の期間を定めて使用される者等 

※３…パート従業員（③、④）は勤務時間による調整を行った上で合算する。 

例）正社員 1 人当たりの年間労働時間が 1,920 時間（＝８時間/日×20 日/月×

12 か月）の場合、年間労働時間が 160 時間（＝５時間/日×16 日/月×雇用

期間２か月）のパート従業員は 0.1 人（≒0.083…＝160 時間/1,920 時間、

小数点第２位を四捨五入）として数える。 
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４．売上状況（直近期末） 

製品・サービスのカテゴリ 金額 

自動車関連部品 474,652 千円 

家電関連部品 86,063 千円 

家具関連部品 48,748 千円 

  千円 

その他  千円 

合計（直近期末の売上高） 609,463 千円 

 

５．取引先 

主な販売先名 所在地（市区町村） 売上高比率 

㈱○○製作所 大阪府東大阪市 50 ％ 

△△△㈱ 総社市 20 ％ 

㈱□□□商事 広島県福山市 10 ％ 

その他 20 ％ 

合計 100 ％ 

 

６．事業者の概要 

（１）自社の沿革及び事業内容 

  ＜沿革＞ 

   1975 年 1 月  岡山市北区内山下に岡山プラスチック株式会社を設立し、 

家電・家具部品の射出成形加工業を開始 

   1995 年 3 月  自動車部品の生産開始 

   2005 年 5 月  社名を株式会社おかプラに変更 

   2013 年 10 月  第 2 工場新設 

   2015 年 6 月  代表取締役に岡山花子が就任 

 

  ＜事業内容＞ 

当社は、1975 年に現代表者の実夫が創業し、40 年以上にわたり、プラスチック

射出成形※1 加工業を営んできた。創業当初は家電・家具部品の射出成形加工がメ

インで、高品質な製品を提供することで業界での評価を確立した。その後、自動車

部品の生産へと事業を拡大し、多岐にわたる分野で顧客の期待に応えてきた。 

 

※1 プラスチック射出成形 

合成樹脂のペレット（プラスチックの原料）を加熱し溶かして、金型に送り

込み、冷やし固めることでプラスチック製品を作る成形法。 

 

2012 年には、スーパーエンジニアリングプラスチック※2（以下、「スーパーエ

ンプラ」という。）の射出成形において高効率かつ安定した品質を実現する技術の

開発に成功し、自動車の車載部品の受注が大きく増加するとともに、当社の技術力
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と信頼性を一層高める契機となった。 

 

※2 スーパーエンジニアリングプラスチック 

強度と耐熱性に優れたプラスチックをエンジニアリングプラスチックと呼

び、その中でも耐熱性・機械的強度が非常に高く、主に 150℃以上に耐えられ

るものの総称。 

 

現在の主な取扱製品は、自動車のベアリングリテーナーやエアコン、冷蔵庫のモ

ーター冷却用ファンである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経営理念は「技術革新と共に進化し、持続可能な未来を築く」であり、常に変化

する市場に適応し、新しい価値を創造する努力を続け、社員一丸となって挑戦し続

けている。 

 

  ＜保有設備＞ 

   設備名 型締力 台数 年式 メーカー 

射出成形機 1 50t 1 台 2008 年 ○○ 

射出成形機 2 100t 1 台 2002 年 ○○ 

射出成形機 3 100t 1 台 2011 年 ○○ 

射出成形機 4 200t 1 台 2010 年 ○○ 

射出成形機 5 200t 1 台 2015 年 ○○ 

乾燥機 － 3 台 2007 年・2013 年・ 

2020 年 

○○ 

冷却機 － 2 台 2013 年・2019 年 ○○ 

テスター － 2 台 2015 年・2021 年 ○○ 

 

（２）財務内容 

当社は 10 年以上にわたり、黒字経営を維持し、財務面での安定性を確立してい

る。特に 2012 年にスーパーエンプラの射出成形を高効率かつ安定した品質で行う

技術を開発したことにより、業績は着実に拡大している。 

直近 3 年間の売上高営業利益率は 5％以上をキープし、同業種平均の 2.8％を大

きく上回っている。これは当社の効率的な経営と高品質な製品提供が市場で高く

写真 A 写真 B 

自動車部品  家電部品  
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評価されている証しである。 

2013 年に工場を増設したことで借入金が増加したが、直近期末の自己資本比率

は 25％で、健全な水準を保っている。また、継続的な生産プロセスの最適化によ

り、直近期末の総資本回転率は 1.5 回で、同業種平均の 1.2 回を上回っており、資

産の効率的な活用を実現している。 

健全で持続可能な財務体質を維持しており、今後も収益を人財育成や設備投資、

研究開発に充てることで、将来にわたり安定的な成長を遂げていく方針である。 

 

（３）借入金残高（直近期末） 

 残高 借入先 

政府系金融機関  千円  

民間金融機関 180,000 千円 ○○銀行、△△銀行 

その他金融機関  千円  

役員等借入 10,000 千円 岡山 花子 

合計 190,000 千円  

 

７．現状分析と新規事業の方向性 

（１）市場や競合他社の動向、顧客ニーズの分析 

＜市場の動向＞ 

市場調査レポート「○○○○」によると、プラスチック射出成形の世界市場規

模は、年間平均成長率は 3.1％で成長すると予測されている。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特に、当社の強みであるスーパーエンプラに関しては、次のような需要が見込

まれている。 

①電気自動車産業の成長 

耐熱性や機械的強度が高い特徴から、自動車部品の製造において重要な素

材として広く採用されており、最近では、電気自動車の普及や車載部品の高

度化に伴い、この分野での需要が増加している。 

②電子機器分野の成長 

電子機器のハウジングや部品にも適しており、軽量で高い機械的特性を提

供できる。このため、スマートフォン、タブレット、ノートパソコンなどの

市場予測のグラフ  

出典：○○○○  
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電子機器の製造において需要が拡大している。 

③医療機器分野の成長 

スーパーエンプラは、高い耐薬品性を兼ね備えており、医療機器の製造に

も適している。医療機器の高度化や安全性向上の要求に応じて、この分野で

の需要が増している。 

④環境への配慮とリサイクル技術 

持続可能性の重要性が高まる中、プラスチックの製造や使用において、環

境への配慮が求められている。新たなリサイクル技術の導入や、環境への影

響を最小限に抑えた素材の開発が進んでいる。 

 

＜競合他社の状況＞ 

 プラスチック射出成形の製品は、一般的に次の工程を経て完成する。 

 

 

 

 

 

当社は、製品設計から二次加工まで一貫体制を整え、短納期・高品質を追求し

てきたが、競合他社も同様の取り組みを行っており、差別化が難しくなっている。 

スーパーエンプラの射出成形についても、各社が効率的な生産技術の開発を

進めており、さらなる効率化を図り、競争力を高める必要性がある。 

 

＜顧客ニーズの分析＞ 

 自動車分野においては、電気自動車の普及が進む中、車載部品の需要が急増し

ている。その一方で、高精度かつコストダウンも求められている。 

 ●車載部品に求められる精度 

寸法・形状精度 ○μm～○μm 

表面粗さ Ra ○μm 以下 

その他の条件 高強度、耐熱性、耐電圧性、難燃性など 

 ●車載部品におけるスーパーエンプラの主な用途  

スーパーエンプラの種類 主な用途 

熱可塑性ポリイミド（TPI） トランスミッション用のスラストワッ

シャ、シールリング 

ポリエーテルイミド（PEI） ベアリングリテーナー、スピードセンサ

部品 

ポリフェニレンサルファ

イド（PPS） 

インバータ部品、パワーモジュール部品 

ポリエーテルエーテルケ

トン（PEEK） 

アクチュエーター部品、ギア 

液晶性ポリマー（LCP） コネクタ、コネクタケース 

製品  

設計  

金型  

設計  

金型  

製作  

射出  

成形  

二次加工  

（塗装・機

械加工等）  

製品完成までの工程  
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ポリフタールアミド（PPA） 変速機／冷却水系部品、エンジン廻り機

構部品 

ポリスルホン（PSU） バッテリーキャップ、ヒューズ 

ポ リ エ ー テ ル ス ル ホ ン

（PES） 

ランプリフレクタ、ブレーキシャフト用

ブッシュ 

 

 電子機器分野においては、軽量化やデザイン性が求められる。 

 ●電子機器分野に求められる精度 

寸法・形状精度 ○μm～○μm 

表面粗さ Ra○μm 以下 

その他の条件 軽量化、高強度、耐熱性、耐電圧性、機能性、

デザイン性など 

 ●家電分野におけるスーパーエンプラの主な用途 

  モーターの絶縁部、ノートパソコンやスマートフォンの外装、コネクタ等  

 

 医療機器分野においては、透明性が高く、かつ蒸気殺菌の高温にも耐えられる

ことが求められる。 

●医療機器分野に求められる精度 

寸法・形状精度 ○μm～○μm 

表面粗さ Ra○μm 以下 

その他の条件 透明性、高強度、耐薬品性、耐熱性など 

●医療機器分野におけるスーパーエンプラの主な用途 

  血液分析装置部品、透析機器部品、試薬容器等  

 

（２）自社の強み・弱み、機会・脅威の分析と課題設定 

＜強み＞ 

①高度な専門知識と技術 

長年の経験と努力を通じて蓄積されたスーパーエンプラの射出成形技術と

精密加工技術は、当社の強力な長所である。また、社内に品質管理部門を設け

て、品質管理、寸法測定において徹底した取り組みを行っている。 

②一貫生産体制 

製品設計から二次加工まで一貫体制を整えており、短納期・高品質の供給が

可能で、顧客信頼の獲得につながっている。 

③黒字経営 

10 年以上にわたり黒字を維持しており、財務の健全性が高い。 

 

＜弱み＞ 

①生産能力の限界 

効率的に射出成型する技術を開発したものの、工場の生産能力は限界を迎え

ている。その結果、繁忙期には時間外労働が多くなり、依頼に応えられないこ
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ともある。 

②アナログな文化の定着 

作業の記録は紙で行われており、生産の進行状況をリアルタイムで把握する

ことができない。その結果、納期回答に時間を要したり、取引先からの急な数

量変更による生産計画の変更に時間を要したりしている。 

③高齢化 

ベテランの従業員が多い一方で、若手の人材が不足しており、従業員の高齢

化が進んでいることから、生産力や経営の安定性に影響を及ぼす可能性がある。

また、当社の技術力はベテラン従業員の暗黙知として保持されていることから、

対策を講じなければ専門知識や技術を継承が困難になる可能性がある。 

 

＜機会＞ 

①市場の成長 

電気自動車、電子機器分野、医療機器分野におけるスーパーエンプラの需要

が増加しており、引き合いが増加している。 

   ②環境規制の強化 

環境規制の強化により、軽量化や燃費向上への要求が高まっている。スーパ

ーエンプラは、金属よりも軽量で強度が高いため、これらの要求を満たす材料

として注目されている。 

 

＜脅威＞ 

①高度化・多様化する顧客要求 

短納期やコストダウンの要求だけでなく、複雑な製品デザインや多品種少量

生産への対応が求められている。 

②差別化の困難性 

競合他社も同様に一貫生産体制を整えるとともに、効率的な生産技術の開発

を進めており、差別化が難しく、価格競争に陥る恐れがある。 

③採用難 

日本の労働市場では、特に製造業を中心に人手不足が顕著であり、少子高齢

化が進む中で、今後ますます深刻化することが予測されている。 
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＜課題設定＞ 

    クロス SWOT 分析により、当社の課題を検討する。 

 
内部環境 

強み 弱み 

外
部
環
境 

機
会 

強みを成長機会に生かす戦略 自社の弱みを補強する戦略 

・強みである高度な専門知識と

技術、一貫生産体制を活かし

て、増加しつつある電気自動

車産業や電子機器、医療機器

分野のスーパーエンプラの需

要に応える。 

・増加する需要に対応するため

に、処理能力の高い機器の導

入、自動化設備の導入、設備

の稼働状況や生産状況の見え

る化、暗黙知の可視化を行う

必要がある。 

脅
威 

脅威を切り抜ける戦略 脅威の影響を最小限にする戦略 

・高度な専門知識と技術、一貫

生産体制を活かし、高度化・

多様化する顧客要求に対応す

るとともに、顧客への提案営

業を強化し、差別化を図る。 

・従業員の高齢化が進む一方

で、採用が思うようにできて

いないことから、労務環境の

改善や従業員のスキルアップ

支援を充実させ、採用活動の

強化及び人材流出の防止を図

る。 

 

（３）分析結果を踏まえた新規事業の方向性 

   クロス SWOT 分析の結果、電気自動車分野、電子機器分野、医療機器分野におけ

るスーパーエンプラの需要の増加に対応するためには、処理能力の高い機器の導

入、自動化設備の導入により生産能力の限界を克服することが不可欠である。（自

社の弱みを補強する戦略（機会×弱み）） 

   また、紙で管理している作業記録をデジタル化し、設備の稼働状況や生産状況

を見える化することで、納期回答のスピードや精度を向上させるとともに、稼働

状況の分析し、ムダやムラをなくした効率的な生産体制を構築する必要がある。 

   さらに、ベテラン従業員の暗黙知として保有しているノウハウを数値化し、ベ

テラン従業員に頼ることなく、誰でも機械の設定が行える体制をつくる必要があ

る。 

 

８．新規事業について 

（１）新規事業の内容、特徴 

   デジタル技術を活用し、工場の自動化・見える化を行うことで生産能力を向上

させ、増加する需要に対応できる生産体制を構築する。 

   具体的には、次の 3 つの取組を行う。 

   ①高性能射出成形機及び取出ロボットの導入 

     △△社製の高性能射出成形機を導入することで、高精度かつ高スピードの

成形を可能にする。また、取出ロボットを付帯することで、成型した製品を自
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動で取り出し、コンベアに載せ、検査台への自動搬送を可能にする。 

  

【スペック】 

                       ・型締力   ：○t 

                       ・射出量   ：○cm³ 

                       ・射出速度  ：○s～○s 

                       ・スクリュー径：○mm 

                       ・制御方式  ：電気式 

 

                      【機能】 

                       ・ロボットアームによる取り出し 

                       ・最大持上重量 ：○kg 

                       ・サイクルタイム：○s～○s 

 

 

 

    新規設備の性能は次のとおりである。 

 既存設備 新規設備 差 

1 個当たりの加工時間 50 秒 40 秒 ▲10 秒 

取出作業 1 人配置 

（手作業） 

0 人 

（自動化） 

▲1 人 

 

1 日 8 時間の稼働させた場合、既存設備では 576 個の出来高であるのに対し

て、新規設備では 720 個の出来高であり、既存設備の 1.25 倍の処理が可能であ

る。 

また、取出ロボットの導入により、取出作業が自動化されるため、人員を増や

さず対応することが可能である。 

 

   ②射出成形機のネットワーク接続による稼働監視及び作業記録のデジタル化 

     ○○システム㈱に委託して、新たな生産管理システムを開発するとともに、

全ての射出成形機を LAN 接続し、生産管理システムに取り込むことで、生産

計画や実績、各射出成形機の稼働状況をリアルタイムで可視化する。また、作

業記録もタブレットで入力し、生産管理システムで一元管理できるようにす

る。 

     生産計画や各射出成形機の稼働実績をオンラインで見られるようにするこ

とで、納期回答のスピードと精度を向上させる。 

さらに、計画と実績の差異や各射出成形機の稼働率を分析することで、生産

計画の精度向上や生産効率の改善に役立てる。 

  

導入設備 1 の写真  

導入設備 2 の写真  
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   ③成形条件のデータ蓄積による活用 

当社の射出成形のノウハウは、ベテラン従業員の暗黙知として保有している。

ベテラン従業員がこれまでの経験をもとに、射出圧力、スクリュー速度、金型

温度、溶融樹脂温度などの成形条件を調整し、歩留まり向上を図っている。ま

た、当社の保有する射出成形機はネットワークに接続しておらず、成形条件に

関するデータは、全て機械に保存されている。 

     ベテラン従業員に依存せずに、誰でも成形条件の調節が行えるようにする

ため、射出成形機のネットワーク接続により、成型条件に関わるデータを収集

し、ホスト PC のデータベースに蓄積する。蓄積したデータを活用して、成形

条件と歩留まり率の関係性を分析して明らかにし、形式知化する。 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）取組の新規性（既存事業との相違点） 

現在は、射出成形機をネットワークに接続しておらず、作業記録も手書きである。

また、成形のノウハウがベテラン従業員の暗黙知として保有されている。 

本取組では、デジタル技術の活用により、管理のデジタル化や成形条件の形式知

化を図るものである。 

また、当社と同規模の同業他社においては、データを収集している会社も存在し

ているが、「データの収集⇒分析⇒改善」のサイクルが十分に回っている企業はわ

ずかである。 

射出成形機  

データ収集

データ分析

形式知

改善

タブレット  

生産管理システム  

（ホスト PC）  

データ収集  

PC 

タブレット  

工場内  

ディスプレイ  

可視化  データ分析・加工  

システム概要図  
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（３）販売方法及びセールスプロモーションの手法 

高性能射出成形機及び取出ロボットの導入後、導入したことを既存取引先の自

動車部品メーカーに PR する。 

また、○○プラスチック展示会への出展等により当社の技術力を PR し、電子機

器メーカーや医療機器メーカーなどの新分野への進出目指す。 

ターゲットとする製品は次のとおりである。 

分野 ターゲットとする製品 

自動車部品 ベアリングリテーナー、スラストワッシャ、 

シールリング 

電子機器部品 ノートパソコン部品 

医療機器部品 血液分析装置部品、透析機器部品 

 

（４）競合との差別化要素や競争優位性 

①独自の成形技術とノウハウの保有 

  長年の経験と実績に基づいた独自の成形技術とノウハウを保有しており、

顧客ニーズに最適なソリューションを提案することが可能である。 

②柔軟な対応 

製品設計から二次加工まで一貫体制を整えており、短納期・高品質の供給が

可能である。また、顧客ニーズに合わせて、少量多品種生産にも柔軟に対応で

きる。 

③デジタル化 

  射出成形機の稼働状況をリアルタイムで把握することで、生産計画の変更

やトラブル発生時の対応を迅速に行う。また、データ分析により、最適な成形

条件設定を行うことで歩留まり率をさらに向上させ、競争力を強化する。 

 

（５）引き合いやテストマーケティングの状況 

現在、新規取引先である○○㈱から新規のベアリングリテーナー製造の引き合

いがあり、正式な受注が決まれば、月 2.5 百万円の受注が見込まれる。 

電子機器メーカーや医療機器メーカーからの引き合いは現時点ではない。 
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（６）実施体制・人員計画 

  ＜実施体制＞ 

実施体制は次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

射出成形機メーカーの△△社から設備導入時に技術指導を受ける。また、現在引

き合いがある○○㈱からも量産化に向けた技術指導を受けることができる。 

 

  ＜人員体制＞ 

代表取締役の岡山花子が統括責任者となり、本計画を推進する。人員計画は次頁

のとおりである。 

内容 責任者 

設備導入 岡山花子（代表取締役）、□□（工場長）、 

□□（主任技術者） 

デジタル化推進 岡山花子（代表取締役）、□□（工場長） 

営業 岡山花子（代表取締役）、□□（専務取締役） 

 

（７）新規事業に関する関係法令 

許認可の必要性 無 

許認可の名称  

許認可の取得 取得しない 

 

産業財産権等の取得 取得しない 

産業財産権の内容 

※３つまで選択可能 
      

 

  

○○商工会  

当社  

○○銀行  

○○㈱ 

原材料  

メーカー  

△△社  

医療機器・ 
電子機器 
メーカー  

材料仕入  

設備導入・ 

技術指導  

技術指導  

実施 

フォロー 
資金調達  

販売  

○○  

システム㈱  

システム 

サポート  
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（８）新規事業に関する資金調達 

資金調達の方法 外部調達 

金融機関への相談 相談済 

相談先金融機関名 ○○銀行○○支店 

 


